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利  用  上  の  注  意 

 

１ 本報告書は、内閣府経済社会総合研究所が示した「県民経済計算推計方法ガイドライン

（2015 年（平成 27 年）基準版）」に基づき、平成 23 年度から令和元年度まで推計したもの

です。 

 

２ 計数については、最新の基礎資料の取込や推計方法の一部変更等により、平成 23 年度まで

遡って改定しましたので、平成 23 年度から令和元年度の数値を利用する場合は、本書の数値

を利用してください。 

  なお、旧基準で推計された平成 22 年度以前の報告書の推計値とは基本的に接続しません

ので、御利用にあたっては御注意ください。 

 

３ 物価の変動による影響を取り除いた実質値（生産側、支出側）は、平成 27 暦年を参照年（デ

フレーター＝100 となる年）とする連鎖方式により算出したものです。 

 

４ 統計表の符号の用法は、次のとおりです。 

０  ……  単位未満 

－  ……  該当なし、又は比較をすることが適切でないもの 

 

５ 統計表の対前年度増加率は、次式により算出しています。 

（Ｘ1－Ｘ0）／（Ｘ0の絶対値）×100 

Ｘ1：当年度の計数、  Ｘ0：前年度の計数 

※前年度の計数が０で当年度に実績がある場合は「皆増」、前年度に実績があり当年度の計数が

０の場合は「皆減」と表しています。また、四捨五入の関係で計算式の結果と掲載した数値と

が一致しない場合があります。 

 

６ 統計表の数値は、四捨五入の関係で総計と内訳の計とが一致しない場合があります。 

  また、連鎖方式による実質値については、加法整合性が成立しないため、総数と内訳は一

致しません。 

 

７ 本報告書の内容については、青い森オープンデータカタログにも掲載しています。 

「青い森オープンデータカタログ」 https://opendata.pref.aomori.lg.jp/ 

 

８ 本書についての不明な点等、お問い合わせは、下記あてにお願いします。 

  

〒０３０－８５７０ 青森市長島一丁目１の１ 

 青森県 企画政策部 統計分析課 統計情報分析グループ 

    ＴＥＬ ０１７－７３４－９１６６（直通） 

電子メール tokei@pref.aomori.lg.jp 



県民経済計算の諸概念と相互関連 

 

１ 県民経済計算とは 

県経済の規模、産業構造、県全体の所得水準などを明らかにするもので、国の GDP に相当

する県内総生産や、県民所得などを推計しています。 

多くの統計データを用いて推計するため、推計対象年度から概ね 2 年後に作成・公表して

います。 

 

２ 県内総生産とは 

県内で 1 年度間に生産されたすべての生産物（財貨・サービス）から、原材料・光熱費な

どの中間投入（コスト）を除いた総額のことです。 

県内総生産では、県内の経済の動きを生産、分配、支出の各側面から包括的に捉えていま

す。生み出された付加価値（＝生産）はすべて家計、企業に分配されて誰かの所得となり、誰

かの所得となった付加価値（＝分配）はその年度に消費されるか、投資あるいは貯蓄されま

す（＝支出）。このように、付加価値は生産、分配、支出と循環していますが、これは同一の

付加価値を異なる面から捉えたものであり概念上同じ値になることから、「三面等価の原則」

と呼ばれています。 

 

 

県内総生産 中間投入

固定資本減耗
生産・輸入品に課さ

れる税(控除)補助⾦

県内雇用者報酬 営業余剰・混合所得

域外からの純所得

県⺠雇用者報酬
財産所得

企業所得

⺠間最終消費⽀出

地方政府等最終消費⽀出

県内総資本形成

産 出 額

県内総生産(生産側)

県 ⺠ 総 所 得

県 ⺠ 所 得(※)

県 ⺠ 所 得(※)

県内総生産(⽀出側)

〔生産〕

〔支出〕

〔分配〕

1兆1,576億円

県内純生産(※)
3兆2,504億円

（内訳の組替）

(※)は要素費用表示（市場で取引される価格(市場価格)から、生産・輸入品に課される税（控除）補助⾦を除いた価格表示）

7兆8,629億円 3兆3,297億円4兆5,332億円

1兆296億円

2,532億円

1兆133
億円

1,740億円

414億円

2兆6,098億円
9,467億円

1兆3,048億円

財貨・サービスの
移出入(純)
(統計上の不突合を
含む)
△3,280億円

2兆928億円

県⺠経済計算の諸概念と相互関連図（令和元年度）

県外← →県内

県⺠総所得 4兆5,746億円

4兆5,332億円

県⺠所得 3兆2,918億円
3兆2,918億円

4兆5,332億円

4兆5,746億円

産出額 7兆8,629億円

県内純生産(※)
3兆2,504億円

県⺠所得 3兆2,918億円

2兆1,045億円

県内総生産 4兆5,332億円

県内総生産 4兆5,332億円
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１ 経済概況 

令和元年度の我が国経済は、世界経済の減速に伴い輸出に弱さがみられたものの、年

度前半は内需を中心に緩やかな回復が続いた。しかし後半は、消費税率引き上げによる

駆け込み需要の反動減や、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、経済活動が抑

制されたことから、経済は弱い動きとなっていった。 

このような中で、本県経済も国と同様に年度後半には消費の動向に弱さがみられたが、

年度を通してみると緩やかな回復が続いた。 

 

２ 結果の概要 

令和元年度の国内総生産(GDP)は名目で 560 兆円、実質で 553 兆円、経済成長率は名目

で 0.5％増、実質で 0.3％減となり、名目では 7 年連続のプラス、実質では 5 年ぶりのマ

イナス成長となった。 

これに対して、令和元年度の県内総生産1は名目で 4 兆 5,332 億円、実質で 4 兆 4,476

億円2となり、経済成長率3は名目で 1.1％増、実質で 0.8％増となり、名目は 3 年ぶり、

実質は 4 年ぶりのプラス成長となった。 

県民所得4の総額は前年度に比べ 0.2％増の 3 兆 2,918 億円となった。 

人口 1 人当たりの県民所得5は前年度に比べ 1.4％増の 262 万 8 千円となった。国を

100 とした場合の水準は 82.6 となり、前年度に比べ 1.2 ポイント上昇した。 

                         
1 県内総生産 国の GDP(国内総生産)に当たるもので、県内の生産活動により 1 年度内に生み出された付加価値の総額

のこと。出荷額や売上高などの産出額から、原材料費や光熱水費などの中間投入を差し引いて求める。 
2 名目と実質 名目はその年度の市場で取引された価格、実質は物価変動による影響を除いて表示された価格。 
3 経済成長率 県内総生産の対前年度増加率のこと。 
4 県民所得 県内の居住者による生産活動によって生み出された純付加価値が、県民雇用者報酬、財産所得、企業所得

にどのように分配されたかを示したものであり、これらの総額をいう。 
5 人口 1 人当たりの県民所得 県民所得を総人口で除したもの。県民の生産活動によって１年度間に生み出された経済

的な価値を、県民 1 人 1 人に分配したらいくらになるかを示した額。県民所得には企業所得なども含まれるので、一人

当たりの県民所得は、個人の給与水準を表すものではない。 
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表１ 県⺠経済計算の概要

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度
名 目 44,845 45,332 -1.7 1.1
実 質 44,139 44,476 -1.9 0.8

32,849 32,918 -1.9 0.2
2,591千円 2,628千円 -0.9 1.4

名 目 5,568,279 5,596,988 0.2 0.5
実 質 5,547,878 5,529,305 0.3 -0.3

4,022,290 4,012,870 0.4 -0.2
3,182千円 3,181千円 0.6 -0.0

81.4 82.6

※国の数値は、2019年度（令和元年度）国⺠経済計算年次推計（内閣府）による。

（単位：億円，％）

          年 度
  項 目

実 額 増加率

⻘
森
県

県内総生産

県⺠所得
１⼈当たり県⺠所得

国
国内総生産

国⺠所得
１⼈当たり国⺠所得
１⼈当たり県⺠所得の⽔準
（１⼈当たり国⺠所得＝100）

※県、国の実質値は連鎖方式による。（平成27暦年連鎖価格）
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 (1) 生産面 

県内総生産（名目）4 兆 5,332 億円を産業別にみると、第 1 次産業は、にんにく、

ながいも、ごぼうの単価下落により農業が減少したほか、さば類の漁獲量の減少など

により水産業も減少したことから、前年度に比べ 1.7％減の 2,031 億円となった。 

第 2 次産業は、一次金属、輸送用機械などの増加により製造業が増加したことや、

公共土木の増加により建設業が増加したことから、前年度に比べ 8.0％増の 9,886 億

円となった。 

第 3 次産業は、保健衛生・社会事業、電気・ガス・水道・廃棄物処理業などが増加

した一方、卸売・小売業、宿泊・飲食サービス業などが減少したことから、前年度に

比べ 0.7％減の 3 兆 3,760 億円となった。 

 

 
図４ 県内総生産(名目) 経済活動別構成比 

 

1,793 1,829 1,675 1,666 2,129 2,418 2,181 2,066 2,031

9,893 9,692 9,351 9,578 10,416 10,660 10,017 9,153 9,886
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図３ 産業別県内総生産（名目）の推移
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(2) 分配面 

県民所得の総額 3 兆 2,918 億円を項目別にみると、雇用者報酬6は、賃金・俸給が減

少したことなどから、前年度に比べ 3.2％減の 2 兆 1,045 億円となった。 

財産所得7は、家計の受取利子や受取賃貸料が増加したことなどから、前年度に比べ

2.3％増の 1,740 億円となった。 

企業所得8は、民間法人企業で増加したことから、前年度に比べ 7.7％増の 1 兆 133

億円となった。 

 

 

  

                         
6 雇用者報酬 現金及び現物給与による賃金・俸給と、社会保障制度に対する雇主の現実社会負担及び帰属社会負担

（退職一時金等の雇主の負担金）からなる雇主の社会負担で構成される。 
7 財産所得 資産の貸借による所得であり、預貯金や貸出金の利子・利息や、株式や出資金に対する配当、土地の賃貸

料などが含まれる。 
8 企業所得 企業の営業余剰・混合所得に財産所得の受払の差額を加算して得られる、企業の受取所得。 
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図５ 県⺠所得の推移
雇用者報酬 財産所得（非企業部門） 企業所得
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(3) 支出面 

県内総生産（支出側）（名目）の総額 4 兆 5,332 億円を項目別にみると、民間最終消

費支出9は、その大半を占める家計最終消費支出が、外食・宿泊サービスの減少などか

ら、前年度に比べ 0.3％減の 2 兆 6,098 億円となった。 

地方政府等最終消費支出10は、前年度に比べ 0.9％減の 9,467 億円となった。 

県内総資本形成11は、総固定資本形成で民間の企業設備が減少したことなどから、前

年度に比べ 6.3％減の 1 兆 3,048 億円となった。 

財貨・サービスの移出入（純）12は、移入超過の状態が続いているが、前年度に比べ

超過幅が縮小し、3,958 億円の移入超過となった。 

 

 

                         
9 民間最終消費支出 家計最終消費支出と対家計民間非営利団体最終消費支出の２つに区分される。家計最終消費支出

は、家計が実際に支出した金額で、食料・非アルコール、住居・電気・ガス・水道など 13 項目で区分されている。対

家計民間非営利団体最終消費支出は、営利を目的としない民間団体(私立学校、政治団体、労働組合、宗教団体など)の

自己消費をいう。これらの団体については、人件費、人件費以外の必要経費、固定資産の減価償却費などから、財貨・

サービスを提供販売した額(授業料・施設入場料など)を除いた額を最終消費支出としている。 
10 地方政府等最終消費支出 地方政府等(県、市町村、社会保障基金)の人件費、物件費、固定資産の減価償却費など

から、財貨・サービスを提供・販売した額(授業料、施設入場料など)を除いた額を自らが消費した額とみなし、さら

に、医療費、介護費の社会保障基金からの給付分を加えた額となっている。 
11 県内総資本形成 県内において行われる投資活動のための支出をいい、総固定資本形成(住宅建設、企業設備、公共

工事)と在庫変動に区分される。 
12 財貨・サービスの移出入（純） 国外及び域外との財貨・サービスのやり取りを示すもので、移出は県外への財貨

やサービスの売り払い、県外居住者の県内消費及び県内にある中央政府等の事業の算出で、移入は、県外からの財貨・

サービスの買い入れ、県内消費者の県外消費をいう。(純)は移出から移入を差し引いたもの。 
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表２ 経済活動別県内総生産（名目）

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

 １．農林水産業 206,594 203,134 - 5.3 - 1.7 4.6 4.5 -0.08
  (1) 農業 171,304 169,669 - 1.3 - 1.0 3.8 3.7 -0.04
  (2) 林業 3,297 3,364 4.3 2.0 0.1 0.1 0.00
  (3) 水産業 31,993 30,101 - 22.6 - 5.9 0.7 0.7 -0.04
 ２．鉱業 7,209 7,257 - 0.3 0.7 0.2 0.2 0.00
 ３．製造業 635,850 679,934 - 11.0 6.9 14.2 15.0 0.98
 ４．電気・ガス・水道・廃棄物処理業 145,458 153,416 0.1 5.5 3.2 3.4 0.18
 ５．建設業 272,287 301,384 - 2.7 10.7 6.1 6.6 0.65
 ６．卸売・小売業 556,331 543,914 0.3 - 2.2 12.4 12.0 -0.28
 ７．運輸・郵便業 256,758 261,280 - 1.7 1.8 5.7 5.8 0.10
 ８．宿泊・飲食サービス業 107,237 98,633 - 2.5 - 8.0 2.4 2.2 -0.19
 ９．情報通信業 108,429 104,644 - 4.0 - 3.5 2.4 2.3 -0.08
 10．金融・保険業 153,965 155,008 3.5 0.7 3.4 3.4 0.02
 11．不動産業 516,632 510,497 0.3 - 1.2 11.5 11.3 -0.14
 12．専門・科学技術、業務支援サービス業 284,200 278,660 2.1 - 1.9 6.3 6.1 -0.12
 13．公務 336,199 332,248 1.6 - 1.2 7.5 7.3 -0.09
 14．教育 245,428 242,354 - 1.0 - 1.3 5.5 5.3 -0.07
 15．保健衛生・社会事業 505,198 515,477 0.5 2.0 11.3 11.4 0.23
 16．その他のサービス 183,874 179,905 - 2.2 - 2.2 4.1 4.0 -0.09

小  計 4,521,648 4,567,747 - 2.0 1.0 100.8 100.8 1.03
 輸入品に課される税・関税 28,898 26,497 22.7 - 8.3 0.6 0.6 -0.05
（控除）総資本形成に係る消費税 66,090 61,037 - 11.8 - 7.6 1.5 1.3 -0.11

県内総生産 4,484,457 4,533,207 - 1.7 1.1 100.0 100.0 1.09

（再掲）第１次産業 206,594 203,134 - 5.3 - 1.7 4.6 4.5 -0.08
    第２次産業 915,345 988,575 - 8.6 8.0 20.4 21.8 1.63
    第３次産業 3,399,709 3,376,037 0.1 - 0.7 75.8 74.5 -0.53

（単位：百万円，％）
            年 度
  項 目

実 額 増加率 構成比 増 加
寄与度
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表３ 経済活動別県内総生産（実質：連鎖⽅式）−平成27暦年連鎖価格−
（単位：百万円，％）

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

 １．農林水産業 178,843 181,641 - 2.4 1.6 0.06 115.5 111.8
  (1) 農業 149,372 154,543 - 0.6 3.5 0.12 114.7 109.8
  (2) 林業 2,832 3,012 1.5 6.4 0.00 116.4 111.7
  (3) 水産業 27,072 24,610 - 10.0 - 9.1 -0.06 118.2 122.3
 ２．鉱業 7,185 7,234 - 4.6 0.7 0.00 100.3 100.3
 ３．製造業 636,870 682,069 - 10.3 7.1 1.02 99.8 99.7
 ４．電気・ガス・水道・廃棄物処理業 145,620 152,875 - 1.4 5.0 0.16 99.9 100.4
 ５．建設業 266,353 287,108 - 3.3 7.8 0.47 102.2 105.0
 ６．卸売・小売業 548,516 530,394 - 0.2 - 3.3 -0.41 101.4 102.5
 ７．運輸・郵便業 248,840 248,368 - 4.0 - 0.2 -0.01 103.2 105.2
 ８．宿泊・飲食サービス業 101,585 90,125 - 3.1 - 11.3 -0.26 105.6 109.4
 ９．情報通信業 113,633 111,205 - 1.7 - 2.1 -0.06 95.4 94.1
 10．金融・保険業 156,410 155,344 2.1 - 0.7 -0.02 98.4 99.8
 11．不動産業 520,384 516,232 0.9 - 0.8 -0.09 99.3 98.9
 12．専門・科学技術、業務支援サービス業 272,836 265,605 - 0.5 - 2.7 -0.16 104.2 104.9
 13．公務 330,001 323,852 0.7 - 1.9 -0.14 101.9 102.6
 14．教育 241,970 239,317 - 1.4 - 1.1 -0.06 101.4 101.3
 15．保健衛生・社会事業 500,540 511,655 1.0 2.2 0.25 100.9 100.7
 16．その他のサービス 181,311 176,037 - 2.3 - 2.9 -0.12 101.4 102.2

小  計 4,448,759 4,476,110 - 2.2 0.6 0.62 101.6 102.0
 輸入品に課される税・関税 28,532 26,494 15.6 - 7.1 -0.05 101.3 100.0
（控除）総資本形成に係る消費税 63,010 54,913 - 13.7 - 12.9 -0.18 104.9 111.2

県内総生産 4,413,862 4,447,551 - 1.9 0.8 0.76 101.6 101.9
開差 -419 -140 - - - - -

（再掲）第１次産業 178,843 181,641 - 2.4 1.6 0.06 - -
    第２次産業 910,510 976,552 - 8.3 7.3 1.50 - -
    第３次産業 3,361,501 3,320,147 - 0.4 - 1.2 -0.94 - -

（注）１．連鎖方式では加法整合性がないため、総数と内訳の合計等は一致しない。
   ２．開差＝県内総生産−(小計＋輸入品に課される税−総資本形成に係る消費税）

デフレーター            年 度
  項 目

実 額 増加率 増 加
寄与度
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表４ 県⺠所得（分配）
（単位：百万円，％）

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

１．雇用者報酬 2,173,567 2,104,471 0.7 - 3.2 66.2 63.9 -2.10
 （１）賃金・俸給 1,820,829 1,750,764 0.5 - 3.8 55.4 53.2 -2.13
 （２）雇主の社会負担 352,737 353,707 1.9 0.3 10.7 10.7 0.03
      ａ．雇主の現実社会負担 311,487 316,055 2.3 1.5 9.5 9.6 0.14
      ｂ．雇主の帰属社会負担 41,250 37,652 -0.6 - 8.7 1.3 1.1 -0.11

２．財産所得（非企業部門） 170,010 173,990 5.7 2.3 5.2 5.3 0.12
   ａ．受取 180,617 181,488 2.6 0.5 − − -
   ｂ．支払 10,607 7,498 -30.3 - 29.3 − − -
 （１）一般政府（地方政府等） 2,678 4,117 321.0 53.7 0.1 0.1 0.04
   ａ．受取 8,339 8,236 -2.4 - 1.2 − − -
   ｂ．支払 5,661 4,119 -42.0 - 27.2 − − -
 （２）家計 163,208 166,008 3.1 1.7 5.0 5.0 0.09
  ①利子 29,331 33,004 8.6 12.5 0.9 1.0 0.11
   ａ．受取 33,778 35,938 5.6 6.4 − − -
   ｂ．支払（消費者負債利子） 4,447 2,934 -10.9 - 34.0 − − -
  ②配当（受取） 24,810 24,578 1.2 - 0.9 0.8 0.7 -0.01
  ③その他の投資所得（受取） 76,238 72,074 -0.9 - 5.5 2.3 2.2 -0.13
  ④賃貸料（受取） 32,829 36,353 9.9 10.7 1.0 1.1 0.11
 （３）対家計⺠間非営利団体 4,124 3,866 9.7 - 6.3 0.1 0.1 -0.01
   ａ．受取 4,623 4,309 9.6 - 6.8 − − -
   ｂ．支払 498 444 8.5 - 11.0 − − -

３．企業所得 941,330 1,013,343 -8.7 7.7 28.7 30.8 2.19
 （１）⺠間法⼈企業 522,486 608,974 -9.0 16.6 15.9 18.5 2.63
   ａ．非金融法⼈企業 474,562 551,439 -12.1 16.2 14.4 16.8 2.34
   ｂ．金融機関 47,924 57,535 40.9 20.1 1.5 1.7 0.29
 （２）公的企業 30,395 20,805 18.9 - 31.6 0.9 0.6 -0.29
   ａ．非金融法⼈企業 21,264 11,712 37.0 - 44.9 0.6 0.4 -0.29
   ｂ．金融機関 9,131 9,093 -9.0 - 0.4 0.3 0.3 0.00
 （３）個⼈企業 388,449 383,564 -10.0 - 1.3 11.8 11.7 -0.15
   ａ．農林水産業 105,485 105,073 -13.5 - 0.4 3.2 3.2 -0.01
   ｂ．その他の産業(非農林水産・非金融) 84,837 81,994 -20.9 - 3.4 2.6 2.5 -0.09
   ｃ．持ち家 198,127 196,498 -2.0 - 0.8 6.0 6.0 -0.05

４．県⺠所得（要素費用表⽰） 3,284,907 3,291,805 -1.9 0.2 100.0 100.0 0.21

５．生産・輸入品に課される税(控除)補助金(地方政府) 101,448 100,382 1.6 - 1.1 3.1 3.0 -0.03
６．県⺠所得（第１次所得バランス） 3,386,355 3,392,186 -1.8 0.2 103.1 103.0 0.18
（参考）県⺠総所得（市場価格表⽰） 4,552,754 4,574,563 -1.4 0.5 138.6 139.0 -

（注）１．県⺠総所得（市場価格表⽰）＝県⺠所得（要素費用表⽰）＋固定資本減耗＋生産・輸入品に課される税（控除）補助金（中央政府、地方
     政府）
   ２．企業所得は、営業余剰・混合所得に財産所得の受取を加え、財産所得の支払を控除したもの。
   ３．「地方政府等」は、地方政府と地方社会保障基金である。
   ４．「市場価格表⽰」とは、市場で取引される価格による評価方法であり、市場における財貨・サービスの取引に係る要素全般で構成する価
     格構造を反映した表⽰である。

増 加
寄与度

増加率 構成比            年 度
  項 目

実 額
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表５ 県内総生産（支出側、名目）
（単位：百万円，％）

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

１．⺠間最終消費支出 2,617,043 2,609,768 0.0 - 0.3 58.4 57.6 -0.16
 （１）家計最終消費支出 2,560,881 2,545,927 0.5 - 0.6 57.1 56.2 -0.33
    ａ．食料・非アルコール飲料 430,492 435,730 1.0 1.2 9.6 9.6 0.12
    ｂ．アルコール飲料・たばこ 97,829 100,606 -2.4 2.8 2.2 2.2 0.06
    ｃ．被服・履物 82,538 77,505 0.7 - 6.1 1.8 1.7 -0.11
    ｄ．住宅・電気・ガス・水道 669,581 669,214 -1.0 - 0.1 14.9 14.8 -0.01
    ｅ．家具・家庭用機器・家事サービス 113,365 112,026 -0.5 - 1.2 2.5 2.5 -0.03
    ｆ．保健・医療 103,499 102,359 1.4 - 1.1 2.3 2.3 -0.03
    ｇ．交通 223,538 218,277 1.4 - 2.4 5.0 4.8 -0.12
    ｈ．情報・通信 144,015 139,966 2.1 - 2.8 3.2 3.1 -0.09
    ｉ．娯楽・スポーツ・文化 134,434 131,322 0.4 - 2.3 3.0 2.9 -0.07
    ｊ．教育サービス 41,373 41,078 3.0 - 0.7 0.9 0.9 -0.01
    ｋ．外食・宿泊サービス 155,220 148,828 -3.1 - 4.1 3.5 3.3 -0.14
    ｌ．保険・金融サービス 152,485 153,827 5.6 0.9 3.4 3.4 0.03
    m．個別ケア・社会保護・その他 212,513 215,190 2.6 1.3 4.7 4.7 0.06
 （２）対家計⺠間非営利団体最終消費支出 56,162 63,841 -17.9 13.7 1.3 1.4 0.17

２．地方政府等最終消費支出 955,006 946,693 0.2 - 0.9 21.3 20.9 -0.19

３．県内総資本形成 1,393,145 1,304,765 -10.6 - 6.3 31.1 28.8 -1.97
 （１）総固定資本形成 1,391,409 1,271,708 -10.2 - 8.6 31.0 28.1 -2.67
   ａ ⺠ 間 1,079,844 936,505 -12.4 - 13.3 24.1 20.7 -3.20
   （ａ）住 宅 151,126 176,434 -1.2 16.7 3.4 3.9 0.56
   （ｂ）企業設備 928,718 760,071 -14.0 - 18.2 20.7 16.8 -3.76
   ｂ 公 的 311,565 335,203 -1.4 7.6 6.9 7.4 0.53
   （ａ）住 宅 7,063 6,699 -6.5 - 5.1 0.2 0.1 -0.01
   （ｂ）企業設備 42,163 48,779 6.5 15.7 0.9 1.1 0.15
   （ｃ）一般政府（中央政府等・地方政府等） 262,339 279,724 -2.4 6.6 5.8 6.2 0.39
 （２）在庫変動 1,737 33,057 - - 0.0 0.7 0.70
   ａ ⺠間企業 6,272 24,064 - - 0.1 0.5 0.40
   ｂ 公的（公的企業・一般政府） -4,535 8,993 - - -0.1 0.2 0.30

４．財貨・サービスの移出入（純）
  ・統計上の不突合 -480,737 -328,019 - - -10.7 -7.2 3.41
 （１）財貨・サービスの移出入（純） -407,216 -395,791 - - -9.1 -8.7 0.25
 （２）統計上の不突合 -73,522 67,772 - - -1.6 1.5 3.15

５．県内総生産（支出側） 4,484,457 4,533,207 -1.7 1.1 100.0 100.0 1.09

（参考）域外からの要素所得(純) 68,298 41,355 29.8 - 39.4 1.5 0.9 -0.60
        県⺠総所得（市場価格表⽰） 4,552,754 4,574,563 -1.4 0.5 101.5 100.9 0.49
（注）１．「中央政府等」は、中央政府と全国社会保障基金である。
   ２．「地方政府等」は、地方政府と地方社会保障基金である。

増加率 構成比 増 加
寄与度

            年 度
  項 目

実 額
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表６ 県内総生産（支出側、実質：連鎖⽅式）−平成27暦年連鎖価格−
（単位：百万円，％）

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

１．⺠間最終消費支出 2,597,416 2,572,723 -0.4 - 1.0 -0.56 100.8 101.4
 （１）家計最終消費支出 2,541,411 2,508,973 0.1 - 1.3 -0.73 100.8 101.5
    ａ．食料・非アルコール飲料 415,533 416,966 0.6 0.3 0.03 103.6 104.5
    ｂ．アルコール飲料・たばこ 92,993 92,810 -4.5 - 0.2 0.00 105.2 108.4
    ｃ．被服・履物 80,840 75,248 0.9 - 6.9 -0.13 102.1 103.0
    ｄ．住宅・電気・ガス・水道 680,468 681,480 -1.1 0.1 0.02 98.4 98.2
    ｅ．家具・家庭用機器・家事サービス 115,561 111,358 0.3 - 3.6 -0.10 98.1 100.6
    ｆ．保健・医療 105,075 103,602 2.4 - 1.4 -0.03 98.5 98.8
    ｇ．交通 217,450 210,895 -1.1 - 3.0 -0.15 102.8 103.5
    ｈ．情報・通信 153,698 152,968 4.4 - 0.5 -0.02 93.7 91.5
    ｉ．娯楽・スポーツ・文化 131,928 126,881 -0.4 - 3.8 -0.11 101.9 103.5
    ｊ．教育サービス 41,373 41,285 3.0 - 0.2 0.00 100.0 99.5
    ｋ．外食・宿泊サービス 150,992 142,283 -4.3 - 5.8 -0.20 102.8 104.6
    ｌ．保険・金融サービス 145,501 143,764 3.6 - 1.2 -0.04 104.8 107.0
    m．個別ケア・社会保護・その他 210,409 210,146 2.0 - 0.1 -0.01 101.0 102.4
 （２）対家計⺠間非営利団体最終消費支出 55,994 63,777 -18.3 13.9 0.18 100.3 100.1

２．地方政府等最終消費支出 951,201 939,180 0.0 - 1.3 -0.27 100.4 100.8

３．県内総資本形成 1,372,844 1,277,003 -11.6 - 7.0 -2.17 101.5 102.2
 （１）総固定資本形成 1,370,612 1,242,753 -11.2 - 9.3 -2.90 101.5 102.3
   ａ ⺠ 間 1,067,699 921,080 -13.3 - 13.7 -3.32 101.1 101.7
   （ａ）住 宅 146,440 168,353 -2.8 15.0 0.50 103.2 104.8
   （ｂ）企業設備 921,347 751,801 -14.8 - 18.4 -3.84 100.8 101.1
   ｂ 公 的 302,848 320,820 -3.1 5.9 0.41 102.9 104.5
   （ａ）住 宅 6,857 6,374 -8.1 - 7.0 -0.01 103.0 105.1
   （ｂ）企業設備 41,295 47,313 4.8 14.6 0.14 102.1 103.1
   （ｃ）一般政府（中央政府等・地方政府等） 254,698 267,167 -4.1 4.9 0.28 103.0 104.7
 （２）在庫変動 2,065 40,761 - - 0.88 84.1 81.1
   ａ ⺠間企業 6,247 24,474 - - 0.41 100.4 98.3
   ｂ 公的（公的企業・一般政府） -3,757 8,040 - - 0.27 120.7 111.9

４．財貨・サービスの移出入（純）
  ・統計上の不突合・開差

-507,600 -341,354 - - 3.77 - -

５．県内総生産（支出側） 4,413,862 4,447,551 -1.9 0.8 0.8 99.0 98.3

（注） 連鎖方式では加法整合性がないため、総数と内訳の合計等は一致しない。

デフレーター            年 度
  項 目

実 額 増加率 増 加
寄与度
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